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≪不作付年数（水田活用の直接支払交付金の交付対象外水田）について≫

【「不作付年数」にご注意ください！】
・　平成３０年度以降３年連続して作付が行われておらず，その翌年度も作付が行われないことが確実な農地については，

水田活用の直接支払交付金の交付対象水田から除外されます。
（農地中間管理権が設定されたものなど，一定の条件を満たす場合は，交付対象水田となります。）　

・　「不作付年数」の欄には，平成３０年度以降において，「（全）保全管理」又は「（全）調整水田」であった年数が
記載されています。

【例】平成３０年度，令和元年度，令和２年度の３年間，「（全）保全管理」であった水田　⇒　不作付年数：「３」

・　「令和３年度営農計画書」において，不作付年数が「３」である水田については，令和３年度も，引き続き，
「（全）保全管理」又は「（全）調整水田」であった場合，今年度（令和３年度）以降，水田活用の直接支払交付金の
交付対象水田から除外されます。今後も，水田活用の直接支払交付金の交付を希望する場合には，令和３年度の作付を
行ってください。既に営農計画書を提出している場合も，作付計画の変更がある場合は，農業再生協議会（632-2458）
までご連絡ください。

【参考】水田活用の直接支払交付金の交付対象外水田
１　水田機能を喪失した農地

①　所要の用水を供給しうる設備を有していない。
②　土地改良区内において賦課金が支払われていない。

２　作物作付が３年連続して行われておらず，
　翌年度も作付されない水田


